
経済産業省「工場立地動向調査」より作成
注）研究所を含まない．
注）2023年の調査に当たっては、新潟県、富山県、石川県及び福井県の「令
和６年能登半島地震」に係る災害救助法が適用される市町村に調査票送付先
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注）2023年の調査に当たっては、新潟県、富山県、石川県及び福井県の「令和６年能登半島地震」に係る災害救助法が適用される市町村

に調査票送付先が所在する事業所（約70件）について調査を延期しており、後日実施の上再集計する予定。

出所：経済産業省「工場立地動向調査」より作成
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に調査票送付先が所在する事業所（約70件）について調査を延期しており、後日実施の上再集計する予定。


